
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ  交通の現状と課題 
 

 

  



 

 

 

 

 

Ⅱ 交通の現状と課題 

１ 人口と都市構造の現状と課題 

（１）少子高齢化の進展 
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47(2035) 332,052
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計 323,353 330,766 333,795 339,811 349,378 350,515 347,020 340,597 332,052 322,184 301,346
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１ 生産年齢人口の減少により、通勤・通学での公共交通利用者の減少が予想

される中で、鉄道や路線バス等の公共交通を維持していく必要があります。 

２  高齢者が増加し、買い物や通院等の日常の移動に支障が出る人が増える

可能性があり、対応が必要になります。  

３ 鉄道駅やその周辺の整備、道路整備にあたっては、バリアフリー*に配慮

する必要があります。  
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　　計 323,353 330,766 333,795 339,811 349,378 350,515 347,020 340,597 332,052 322,184 301,346
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（２）宅地化の進展 
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 公共交通の充実を図ることで居住を誘導し、将来の人口減少や高齢化に対

応したコンパクトな市街地を保つ必要があります。 
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２ 広域交通ネットワークの現状と課題 
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１ 県南西部地域の拠点として、周辺都市を結ぶ鉄道や路線バスのネットワー

クを強化していく必要があります。  

２ 広域的な交通状況の変化に対応した道路や拠点の整備を進めるとともに、

交通円滑化方策を実施していく必要があります。  
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３ 公共交通の現状と課題 

（１）鉄道 
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１ 高齢化の進展を見据え、鉄道駅までのアクセス性の向上やバリアフリー

化を進める必要があります。  

２ 鉄道のサービス水準を維持するため、鉄道駅の改良や、周辺の基盤整備に

より鉄道を利用しやすい環境を整え、駅周辺の拠点性を高め、利用を促進す

る必要があります。  
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（２）路線バス 
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１ 路線バスの利便性を高め、利用者の増加を図ることが、路線の維持・強化

のために必要です。  

２ モビリティマネジメント*等、路線バスの利用促進を積極的に行い、利用

者を増やす取組が必要です。  
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（３）市内循環バス川越シャトル 
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４ 交通空白地域の現状と課題 
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５ 地域核の現状と課題 
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  Ⅱ 交通の現状と課題 

  

 鉄道駅周辺の基盤整備を行うとともに、居住地域から地域核への交通ネッ

トワークを整え、地域住民が都市機能増進施設の便益を享受できる環境を整

える必要があります。  

地域核 



 

 

 
 

 

６ 道路交通網の現状と課題 
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１  中心市街地に集中している自動車交通を分散させるため、環状道路の整

備を行う必要があります。  

２ 交通円滑化のため、優先整備路線*に選定された都市計画道路等の整備や

交差点改良を進める必要があります。  

３  既存ストックの有効活用のため、都市計画道路の見直しを進めていく必

要があります。  
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７ 地球温暖化対策の現状と課題 
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 公共交通の利用促進、環境性能に優れた自動車の普及促進等の施策に取組

むことで、低炭素社会*を実現していく必要があります。  



 

 

 
 

 

８ 中心市街地の現状と課題 

（１）中心市街地の経済活動への寄与 
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5 ( 20(2008) )

 商業や業務の活性化や拠点性の維持・強化に資する交通施策の実施が必要

です。 



 

 

 
 

 

（２）中心市街地の交通渋滞 
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１ 交通渋滞を緩和するため、都市計画道路等の整備や交差点の改良が必要

です。 

２ 交通渋滞を緩和するため、自動車から徒歩、自転車、公共交通へ移動手段

の転換を促進させる必要があります。  

３ 通過交通を抑制するため、環状道路の整備や迂回誘導施策が必要です。
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９ 交通課題の整理 

◆中心市街地の課題 
＜経済活動への寄与＞ 

・商業や業務の活性化や拠点性の維持・強化に資する交通施策の実施 

＜交通渋滞＞ 

・都市計画道路等の整備や交差点改良の実施 

・自動車から徒歩、自転車、公共交通への転換の促進 

・通過交通の抑制 

＜観光客の増加＞ 

・公共交通での来街の促進と多様な移動手段の確保 

・観光目的の自動車の流入抑制 

 

◆人口と都市構造の課題 
＜少子高齢化の進展＞ 

・生産年齢人口の減少に対応した公共交通の維持 

・高齢者の増加に対応した交通施策の実施 

・バリアフリーに配慮した基盤整備 

＜宅地化の進展＞ 

・将来の人口減少に対応したコンパクトシティ・プラス・ネットワークのま

ちづくりの実現 

◆公共交通の課題 

＜鉄道＞ 

・鉄道駅へのアクセス性の向上、バリアフリー化の推進 

・鉄道駅の改良や周辺の基盤整備による拠点性の向上及び利用促進 

＜路線バス＞ 

・利便性の向上による路線の維持・強化 

・利用者増加のための利用促進 

＜市内循環バス川越シャトル＞ 

・運行ルートや運賃等の見直しによる持続可能性の確保 

・利用促進による収支の改善 

◆交通空白地域の課題 
・地域の交通需要に応じた新たな交通施策の導入 

◆道路交通網の課題 
・環状道路の整備 

・都市計画道路等の整備や交差点改良の実施 

・都市計画道路の見直し 

◆地球温暖化対策の課題 
・公共交通の利用促進等による低炭素社会の実現 

◆広域交通ネットワークの課題 
・県南西部地域の拠点として周辺都市を結ぶ交通ネットワークの強化 

・広域交通の変化に対応した基盤整備及び交通円滑化方策の実施 

◆地域核の課題 
・鉄道駅周辺の基盤整備と居住地域からの交通ネットワークの確保 

 
 


